[タイトル]

金融機関が記名式定期預金の預金者と誤認した者に対する貸付債権をもってした預金債権との相殺につき民法４７８条が類推適用されるために必要な注意義務を尽くしたか否かの判断の基準時
[判決裁判所]

最高裁（第１小法廷）判決

[判決日]

昭和５９年２月２３日

[事件番号]

昭和５５年（オ）第２６０号

[事件名]
預金返還請求事件

[出典]

民集３８巻３号４４５頁

裁判所時報８８６号１頁
判例時報１１０８号８２頁
判例タイムズ５２１号１２９頁
金融・商事判例６９１号３頁
最高裁判所裁判集民事１４１号２４９頁
[当事者名]

上告人（被告・被控訴人）　神田信用金庫

対
被上告人（原告・控訴人）　石嶋敏雄

[事実の概要]

　丙信用金庫が、預金者甲を装った第三者乙（替え玉）に対して自店の記名式定期預金４５０万円を担保に預金と同額の貸付を行い、のちに預金者甲から右定期預金の払戻を要求されたのに対し、定期預金証書及び届出印影を確認のうえ右替え玉乙を預金者甲と信じて貸付、相殺を行ったものであるから、民法４７８条の類推適用により免責される、として争った。

一審は、本件事案を表見預金者に対する貸付の一場合とみて、貸付時においての民法４７８条類推適用により丙信金の免責を認めた。これに対し、原審は、本件は表見預金者への貸付とは場合を異にし、真実の預金者甲への貸付はなく、また、丙信金は相殺時に善意無過失ではなかった、として甲の払戻請求を認容した。そこで、丙信金が上告。

 [判旨]
　金融機関が、記名式定期預金につき真実の預金者甲と異なる乙を預金者と認定して乙に貸付をしたのち、貸付債権を自働債権とし預金債権を受働債権としてした相殺が民法４７８条の類推適用により甲に対して効力を生ずるためには、当該貸付時において、乙を預金者本人と認定するにつき金融機関として負担すべき相当の注意義務を尽くしたと認められれば足りる。破棄差戻。
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